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Ａ.目的 
 
治療の費用対効果の検証では、近年臨

床試験を行うと同時に、経済評価で使わ

れるQOL指標と費用データを収集する、

trial-based economic evaluationが増加し

ている(1)。この背景には、経済評価の重

要性への認識が各国で高まっているた

め、研究の立案段階からの医学・医療経

済系研究者の共同プロジェクトの進展な

ど経済評価を行うための協業が進んでい

ることがある。 
一方、予防の費用対効果の検証は、効

果が出るまで長期間かかるため、疾患の

自然史や治療介入の実態をモデル化する

model-based economic evaluationが基本

となる。その際、発症率やそれぞれの治

療法の選択率、アウトカムについて、公

的データや文献等から数値を収集する。

適切な数値が見つからない場合は専門家

へのインタビューや仮定により数値を代

入する。モデル化にあたっては、疾患と

それに対する介入の実態を正確に再現す

ることも重要であるが、複雑にしすぎる

と仮定の数値に頼らざるを得ない場合も

多く、データの入手可能性とのバランス

を考慮してモデル構築をする必要がある

(2)。
 このようにモデルに基づいた分析にあ

たっては、データソースの多様性や数値

の曖昧さから、結果には不確実性が大き

く、数値を変化させた場合にどのように

結果が変わるかを見る感度分析を行うこ

とが重要である。 
 さらに、特定健診のような公的な予防

プログラムを評価する際は、受診者の行

動やその後の診療への受診勧奨は個々の

国の保健・医療制度に大きく影響され

る。そのため、他国の先行研究でのモデ

ルを援用する場合でも、わが国の現状を

ふまえたモデルに修正する必要がある。

本稿では、今後現状の我が国での特定健

診・保健指導に関するエビデンスを用い

てその費用対効果を分析するためのモデ

ルの構築と分析に必要な変数の検討を行

った。 
 
Ｂ．研究方法 
 
経済評価研究に特化したデータベースで

あるNHS Economic Evaluation 
Database(NHS EED)や厚生労働科学研

究成果データベース等をハンドサーチ

し、特定健診や類似の健診、特定健診・

保健指導が予防対象とする疾患に対する

経済評価研究の検討を行い、我が国の特

要旨 
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定健診・保健指導の費用対効果の評価を

行う際の留意点の整理を行った。 
 
C．研究結果 
 
先行研究の検討 
 
国内で特定健診および特定保健指導の費

用対効果を検証した先行研究は非常に少

ないが、福田・新井（2013）では、特定

保健指導による脳卒中および心筋梗塞の

発症抑制に限定して、マルコフモデルを

用いた費用効果分析を行っている(3)。こ

の研究では、特定保健指導対象者の介入

後1年後の検査値の変化に基づいて、12年
間の期間で分析した。保健指導介入前後

の検査値の変化については、2008年度と

2009年度の保健指導対象者の検査値の平

均値を用い、保健指導を受けた介入群と

受けなったもしくは途中で脱落した対照

群について2008年度のベースラインの差

を加重平均値で調整することで保健指導

受診・非受診の選択バイアスを軽減して

いる。予防対象疾患の発症率について

は、フラミンガムリスク推計式に各疾患

の日米の発症率の差の調整を加えて算出

している。なお、この研究で用いたモデ

ルの模式図を図1に示す。 
 予防対象疾患の予後については、各疾

患の治療での経済評価モデルを援用する

ことで、治療別のアウトカムを推計して

いる。たとえば、脳卒中は脳梗塞、脳出

血およびくも膜下出血に区別し、慢性期

の障害状態についてmRS(modified 
Rankin Scale)を用いてモデルを構築して

いる。 
海外でも、日本の特定健診のような、

健康な成人に対する高脂血症、高血圧、

高血糖、肥満等の糖尿病や心血管疾患の

リスク因子に対して広く行う健診・保健

指導の費用対効果の検証は非常に少な

い。 
Feldmanら(2013)は、スウェーデンの

家庭医で行われるメタボリック症候群に

対する保健指導の費用効果分析を行って

いる(4)。対象者の1年後の空腹時血糖

値、収縮期血圧、総コレステロールの変

化を測定し、それによる虚血性心疾患、

脳卒中、糖尿病の発症率を国外のリスク

推計式を用いて推定している。ただし、

指導をうけない対照群についてどのよう

に取り扱っているのかは明らかでない。

また、QOLのデータや疾患の治療費等の

データについても国外のデータを用いて

いる。なお、この研究で用いたモデルの

模式図を図2に示す。 
Sahaら（2013）は、スウェーデンの別

の地域で行われた地域でのメタボリック

症候群に対する生活習慣介入プログラム

の費用効果分析を行っている(5)。約140
名を対象としたランダム化比較研究のデ

ータを用い、対象者の3年後の収縮期血

圧・空腹時血糖・HbA1ｃ・HDL・TG・

喫煙週間の変化を用い、虚血性心疾患、

脳卒中、糖尿病の発症率を国外のリスク

推計式で推定している。なお、虚血性心

疾患と脳卒中についてはフラミンガムリ

スク推計式、糖尿病の発症については

San Antonio Heart Studyから作成され

た推計式、糖尿病による合併症の発症に

ついてはUKPDSから作成された推計式を

用いている。 
Sakulsupsiriら（2016）は、メタボリ

ック症候群に対するタイの病院での生活

習慣介入プログラムの費用効果分析を行

っている(6)。 
約90名を対象としたランダム化比較研

究のデータで、対象者の12週後の腹囲・

BMI・収縮期血圧・拡張期血圧・空腹時

血糖・HDL・LDL・TGの変化を用い、

虚血性心疾患、脳卒中、糖尿病の発症率

を国内のリスク推計式で推定している。 
メタボリック症候群に対する生活習慣

指導介入のモデルを用いた経済評価研究

の概要を表1にまとめている。いずれも、

予防対象疾患のリスク推計式を用い生活

習慣指導介入の結果の変化を利用して、

予防対象疾患の罹患率が変化し、医療費

が変化することをモデル化している。福

田・新井（2013）以外の研究では、心血

管疾患以外に糖尿病についても考慮して

いた。分析機関は福田・新井（2013）以

外では死亡までを分析範囲としていた。

生活習慣指導介入に対する参加の有無を

明示的に考慮している研究は少なかっ

た。生活習慣指導介入は初期の導入費用

や介入者のトレーニングなど、固定費用

がかかるため、参加率が低くなると一人

あたりの費用が高くなる可能性がある。

したがって、全員参加を暗黙に仮定する

ことは、介入の費用対効果の過大評価に

つながる。また、福田・新井（2013）以

外では、生活習慣指導に関する少数の介

入研究の結果を用いているが、一度の介83



入の効果が観察期間の後どのように変化

するかについて、明らかに減衰する可能

性も考慮して分析している研究は

Sakulsupsiriら（2016）のみであった。 
 

モデルを用いた特定健診・保健指導の分

析上の留意点 
 
国内外のメタボリック症候群に対する

生活習慣介入の経済評価研究を検討した

結果、特定健診・保健指導の費用対効果

を検討する際には、国内の先行研究であ

る福田・新井（2013）を以下の点を考慮

して修正することが必要であると考えら

れる。 
 

 保健指導のみではなく、特定健診そ

のものも加え、健診受診参加の有無、

保健指導参加の有無も考慮に入れた

モデルとする 
 予防対象疾患は、冠動脈疾患・脳卒

中に加え、糖尿病合併症（腎症・網

膜症）についても考慮したモデルと

する（図 3 のモデル） 
 リスク予測式について、国内の研究

を優先するが、ない場合には海外の

研究を用いる。その場合は、ベース

ラインの罹患率の違い等で調整する

ことも考慮する 
 特定保健指導の効果については、国

内の観察研究の結果を用いる 
 疾患の治療に関する費用や QOL につ

いては、その疾患の治療についての

最近の経済評価研究で用いられてい

る数値をベースケースでは使用する 
 その他、費用効果分析に関する方法

については、国内の経済評価ガイド

ライン(7)に準拠する 
 
Ｄ．考察 
 
上記の点を考慮して、特定健診・特定

保健指導に関する費用対効果評価のモデ

ルの模式図を図3に示す。疾患予防モデル

に関して、リスク項目と予防対象疾患の

関連と、保健指導によるリスクの改善に

ついては、各疾患について研究班内で作

成中の文献リスト、エビデンステーブ

ル、コホートでの実証に基づいて費用対

効果モデルに来年度以降組み入れる。 
 次に、予防対象となる冠動脈疾患・脳

卒中・糖尿病（腎症・網膜症）の治療費

や疾患によるQOLの変化については、そ

れぞれの疾患での治療や予防に関する最

近の経済評価研究の文献検索を行った。

これらの経済評価研究で繰り返し使われ

ている費用、QOLデータをベースケース

の分析で用いることとする。 
 費用データについて、以前の研究では

専門家の意見などや単施設でのレセプト

データなどが利用されていたが、近年で

はレセプトデータベースを用いた研究も

多い。過去の研究の引用ではなく、経済

評価のためにあらたに費用データを収集

した研究を優先する。 
 QOLデータについては、モデルベース

の経済評価を行う際新たにQOLデータを

収集することはまれである。また、経済

評価に必要なQOLデータは、余命を0～1
のQOLでウェイト付けしたQALY（質調

整余命）を算出するためのインデックス

型QOLと呼ばれる特有の尺度が必要とな

る。そのため、多くの経済評価で共通し

て用いられる過去の研究を日本人のデー

タを優先して用いることとする。 
 表 2 に、2015 年以降に出版された特定

健診の予防対象となる冠動脈疾患(8-10)・
脳卒中(11, 12)・糖尿病（腎症・網膜症）

(13-15)に関する主な経済評価研究をまと

めている。 
費用については、糖尿病性網膜症以外の

どの疾患でも複数の施設でレセプトデー

タを収集し調査した同じ先行研究から医

療費データを収集している。診療報酬改

定が行われているため、経済評価の方法

論のガイドラインで推奨されているよう

に、費用データの収集期間が異なる場合

には、診療報酬の全体の変化率で調整す

ることで一時点の診療報酬に合わせる必

要がある。糖尿病性網膜症については、

同じ経済評価研究に依拠しているが、元

論文での引用文献（書籍）からデータが

得られており、詳細は不明である。した

がって、糖尿病性網膜症の医療費は不確

実性が高いものとして取り扱う必要があ

る。 
 費用に比べて、QOLに関するデータが

さらに不足していた。冠動脈疾患につい

ては、日本人のデータはなく、すべて海

外の経済評価でのQOLデータに依拠して

いた。脳卒中、糖尿病性腎症・網膜症に

ついては、いずれも同じ一つの文献での

QOLデータを用いていた。 
 このように、予防対象疾病の費用や84



QOLデータは非常に限られており、分析

の際は先行研究で用いられた数値をベー

スケースで用いながらも、感度分析を行

う必要がある。もし、これらの数値が費

用対効果の指標（ICER:増分費用効果

比）に対して影響が小さければ、たとえ

データの不確実性が高くても結果に影響

を与えることが少なく、より正確なデー

タを入手することへの優先度は下がる。

一方、影響が大きければ、費用対効果の

正確な推計のためには最近のデータ入手

を今後検討する必要がある。 
 本研究で用いる特定健診・特定保健指

導の分析モデルの模式図を図3で示す。特

定健診受診・未受診の選択、保健指導受

診・未受診の選択を分析に含め、特定健

診・保健指導全体の費用対効果の分析を

行う。リスク因子の変化については本研

究班内で行われている文献レビューの結

果を利用する。予防対象疾患は冠動脈疾

患、脳卒中、糖尿病網膜症・腎症とし、

それぞれの治療・予後についての分析モ

デルと費用・QOLのデータに関しては、

最近の予防対象疾患の経済評価文献で用

いられているものをモデルに統合する。 
 
Ｅ．結論 
 
 本研究では、特定健診・特定保健指導

に類似した予防医療の経済評価の先行研

究を行い、今後の分析についての論点整

理を行った。直接日本の特定健診・特定

保健指導を分析した先行研究はないもの

の、特定保健指導を分析した研究はあっ

たため、予防対象疾患について糖尿病合

併症を加えること、特定保健指導のみで

はなく、健診全体の評価を行うことなど

を留意して今後分析を行うことが必要で

ある。 
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図1： 福田・新井（2013）での分析モデルの概要 
 
 

 
図2：Feldman et al. (2013)での分析モデルの概要 
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図3：特定健診・特定保健指導の分析モデルの模式図 
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 表
1
：

メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
症
候

群
に
対
す
る
生
活
習
慣
介
入
指
導
の
経
済
評
価
の
ま
と
め

 

 
      

考
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リ
ス

ク
因
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冠
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糖
尿
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井
（
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指

導
受
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収
縮
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血

圧
・
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喫
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○

○
×

海
外

の
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ス
ク
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計
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本
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患
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と
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い
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調
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×
○
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分
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り
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医
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別
・
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腹

時
血

糖
・

収
縮

期
血
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・
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コ
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ス
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ル

○
○

○
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外
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リ
ス
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プ

ロ
グ

ラ
ム

を
含

む
）

年
齢

・
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別
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収
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期
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圧
・
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時
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糖
・
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喫
煙

○
○

○
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外
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リ
ス

ク
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計
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用
死

亡
ま
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不
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フ
ォ

ロ
ー
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タ
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保
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指
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受
診
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運
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プ
ロ

グ
ラ
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電
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よ

る
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

を
含

む
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年
齢

・
性

別
・
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縮
期
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圧

・
拡

張
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血
圧

・
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腹
時

血
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・
HDL・
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○
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海
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ス
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た
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ス
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度
分

析
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健

指
導

未
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診
の

考
慮

国
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健
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導
の

効
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の
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衰

予
防

対
象

疾
患

文
献

対
象

者
罹

患
率
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析

期
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健
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自
体

の
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 表
2
：

予
防
対
象
疾
患
の
経

済
評
価
の
ま
と
め

 

 

経
済

評
価

研
究

費
用

QOL
Kodera et al. (2019)

・
Tanihata et al. (2006) 全

国
34病
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の

デ
ー

タ
・
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タ

日
本

人
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ー
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な

く
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Lip et al. (2014), Dorian et al., (2014)を
使

用
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な
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